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グローバル資本主義の段階論的解明
衽衲現代資本主義論の理論と方法

❖1）

河村哲二 法政大学

はじめに衽衲戦後現代資本主義の変容と

「グローバル資本主義」

この間 20数年間にわたり，「グローバル資本主義」

の展開は，現代資本主義の歴史的転換を画するかに

現れている。それは，企業・金融・情報のグローバル化，

政府機能の新自由主義的転換，冷戦の終結，新興経

済の登場，世界的政治・軍事フレームワークの転換など，

広範かつ多岐にわたる顕著な現象を伴って進行し，多

くの論者の議論にほぼ共通するように，とりわけ1970年

代央を境として，戦後現代資本主義が大きく変容し，

転換しつつあることを示すものといってよい。そうした現

象が資本主義の新たな「発展」か，「危機」か，あるい

は「変容」を意味するだけなのか，大きな見解の相違が

ある。「発展」とみる見解衽衲ネグリ＆ハートの「帝国」

の議論や世界のフラット化，1990年代のニューエコノ

ミー論など衽衲，「危機」とみる見解衽衲地球環境危機，

世界的格差，伝統社会の解体などへの反グローバリズ

ム系の危機など衽衲，ギルピンのようにグローバリゼー

ションは早晩終焉を迎えるといった議論など，実に多

岐にわたるが，いずれも資本主義としてのその歴史的

位相を総合的に解明する理論フレームワークは明確とは

いえない
❖2）
。

そうした戦後現代資本主義の変貌を示す事態のなか

でも，最も注目されるのは，2008年秋にとみに深刻化

した，アメリカのサブプライム危機に端を発するグロー

バル金融危機・経済危機である。同危機は，中国やそ

の他BRICs・「世界の成長センター」アジアなど，この間

顕著な経済発展を示して登場してきた新興経済も巻き

込み，さらに2010年後半から，EUの「ソブリン危機」と

ユーロゾーンの危機を顕在化させ，危機の「第二幕」が

進行した
❖3）
。それは，「百年に一度」・「大恐慌以来最

悪」（Greenspan［2008］）と評されたように，資本主義世界編

成の解体と第二次大戦という破局を導いた 1930年代

「世界大恐慌」の再来さえも危惧される危機の様相をあ

らわにし，恐慌史の視点からすれば，「世界大恐慌」型

の「構造的恐慌」の性格をもつ，まさに「グローバル恐

慌」といいうるものであった。第二次大戦後の現代資本

主義は，長く19世紀型の急性的恐慌も，「世界大恐

慌」型の構造的恐慌も発現しなかったのに対し，その

変容を示す端的な現象といってよい
❖4）
。

とりわけ問題の焦点は，グローバル金融危機・経済

危機が，この間の戦後現代資本主義の「グローバル資

本主義」化のなかで，ほぼ 1990年代に出現した「グ

ローバル成長連関」そのものが発現させたものであるこ

とであろう。

各所で論じてきたように
❖5）
，「グローバル成長連関」

とは，亜「グローバル・シティ」とその重層的なネットワー

クの発展と，娃「新帝国循環」とも呼ばれる，アメリカを

中心とするグローバルな資金循環の構造とが結合した

関係を基軸的関係とするアメリカを軸とする，グローバ

ルな規模の新たな資本蓄積の構造とメカニズムを概念

化したものである。それは，戦後パックス・アメリカーナ

の資本蓄積体制の衰退と転換を最大の震源とする戦後

資本主義の一大転換と変容のプロセスで進行した，企

業・金融・情報グローバル化と政府機能の新自由主義

的転換を主要経路とするグローバル資本主義化のダイ

ナミズムが作用して出現したものである。グローバル金

融危機・経済危機は，多くの論者の見解にみられるよう

に単に貨幣・金融的要因によるバブルとその崩壊という

にとどまらず，そうした「グローバル成長連関」そのもの

が生起させた，グローバルな規模の「恐慌」現象と捉え

ることができる。その意味で，その原因や意義の解明

は，そうした「グローバル資本主義」として展開しつつあ

る特定の構造的・システム的転換と変容の特質の解明

を不可欠の前提とするものである。

そうした視点からみると，宇野理論の方法的重要性

が明らかとなろう。宇野理論体系は，資本主義一般を

解明する原理論，資本主義の歴史的発展段階を規定
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する段階論，現実資本主義の現状を具体的・総合的に

解明する「現状分析」という三領域の総合として，特定

の時期の特定の資本主義の歴史的位相を解明する理

論構成をとっている。「グローバル資本主義」の歴史的

位相衽衲資本主義の新たな「発展」か「危機」か，ある

いは「変容」か衽衲の解明には，宇野理論の「三段階

論」の方法による総合的解明が強く求められていると

いってよい。

しかし，逆に言えば，19世紀末〜第一次大戦期の

資本主義を理論化した「帝国主義段階」の規定，ある

いはそれを前提とした「過渡期論」による「現状分析」とし

ての現代資本主義論という，これまで宇野理論系の立

論の主流を占めてきた方法によって，そうした課題が十

全に果たしうるのかが，改めて鋭く問われている。

宇野は，「上部構造」をなす「政策類型」を通じて，

資本主義の発展段階に対応した支配的資本の蓄積様

式の「型」の相違を取り出して段階規定する，すぐれて

「政策論アプローチ」と特徴づけられる方法によって，商

人資本的蓄積様式に対応した，生成期の資本主義で

ある「重商主義」段階，産業資本の蓄積様式に対応し

た，確立・発展期の資本主義である「自由主義」段階，

金融資本的蓄積様式に対応した，変質期の資本主義

である「帝国主義」段階として，資本主義の発展段階を

規定した（とくに宇野［1962］IIの2をみよ）。これに対し，第一

次大戦後の現代資本主義については，「段階論」によ

る解明ではなく，「社会主義に対する資本主義として，

……世界経済論としての現状分析」（宇野［1971］：267）とし

て分析すべきこと提起した
❖6）
。

そうした宇野の立論を受けて，その後の宇野理論系

の現代資本主義論は，「国家独占資本主義論」，「福

祉国家論」，「大恐慌回避体制論」など，「現状分析」レ

ベルの分析が主流を占めてきた。しかし，「グローバル

資本主義」は，現代資本主義の大きな転換と変容の様

相をあらわにしている。そうした現代資本主義の現局

面の歴史的位相は，古典的「帝国主義段階」の規定の

単純な援用や，「原理論」・「段階論」を前提しつつも

「具体的なる歴史過程に対する解明として無限に進めら

れる」（宇野［1962］：61）ものとされている「現状分析」によっ

て，十分明らかにできるのかという問題が，改めて鋭く

問われざるをえない。実際にも，加藤榮一氏や馬場宏

二氏から，宇野「段階論」そのものを見直し，「福祉国

家システム」や「新三段階」論の提起を通じて，グローバ

ル資本主義の展開を「段階論」として積極的に解明する

有力な議論が提起されている
❖7）
。

本稿では，とりわけグローバル金融危機・経済危機

を第二次大戦後の戦後資本主義の変容が発現した最

も顕著な事態として捉える視点から，資本主義の段階

規定の最も有力な方法として「景気循環論アプローチ」

衽衲景気循環の態様の変容を基準に，現実資本主義

の蓄積体制（その構造とメカニズム）を析出し，資本主

義の発展段階を規定する方法衽衲を軸に据えつつ，

加藤榮一・馬場宏二氏による宇野「段階論」の修正論の

意義と問題点を確認しながら，全体として，段階論・現

代資本主義論を原理的規定にまでさかのぼって再検討

する。最終的には，宇野「段階論」を「パックス・ブリタニ

カ段階」と「パックス・アメリカーナ段階」に再整理すること

と，それを踏まえて，現代資本主義の現局面である「グ

ローバル資本主義」の展開を，パックス・アメリカーナ段

階の「変質局面」として解明するという方法を提起するこ

とにしたい。

1

グローバル資本主義の段階論による

解明を巡る方法的諸問題の検討

1 大内「国家独占資本主義論」とその問題点

まず宇野理論系の主流を占める「現状分析」としての

現代資本主義論の典型として，大内力氏の「国家独占

資本義論」，さらに侘美光彦氏の「大恐慌回避体制論」

をみよう。両氏の立論でとりわけ問題になるのは，宇

野理論の「支配的資本の蓄積様式」を基本規定とする

資本主義の発展段階論という視点からすると，いずれ

も1930年代の「大恐慌」期をベースにして規定された

「自立性」を喪失した資本主義が，資本関係に「外部的

な」国家機能を不可欠に組み込んだシステムとして戦後

現代資本主義の資本蓄積体制（資本蓄積の構造とメカ

ニズム）の特質を捉え，それが戦後現代資本主義の本

質とされていることである。それが「段階論」を超えた

「現状分析」として分析されるべき最大の根拠としている。

この点は，「過渡期の資本主義」論による「福祉国家

論」も，財政機能を軸としたより具体的な分析を豊富化

しているとはいえ，方法論的には同じ問題がある。

大内「国家独占資本主義論」の特徴は，第一次大戦

後の現代資本主義が，世界史的には，「社会主義の

第一段階に入った」，「過渡期のなかにおかれた資本

主義」（大内［1980］：314）であり，とりわけ 1930年代の「資

本主義史上類を見ない深く，広く，かつ長い恐慌」（同：
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313）である大恐慌に直面し，社会主義の「内部化」（同：

315-316）を通じて，資本主義の自立的回復を困難とした

との現実認識を中心に置いて，管理通貨制への移行を

通じたいわゆる「ケインズ主義政策」による財政金融政

策の意義を強調して，そこに「国家独占資本主義」の本

質を見ていることである（同：317-324）
❖8）
。その点で，大

内「国家独占資本主義」論は，一面では「恐慌の変形」

を重視しながらも，階級対立・社会主義のインパクトと

いう「政治」要因をより重視した立論となっており，「政

策論アプローチ」を引き継ぐものとなっているが，「過渡

期にある資本主義」として，その政策類型は「段階論」

を超えている。そのため，「段階論」は直接適用できず，

「国家独占資本主義論」を「作業仮説」（大内［1980］：336）と

して「現状分析」として解明されるものとされている
❖9）
。

この立論に従えば，1970年代を境に，90年代に本

格化した「グローバル資本主義」の展開という現代資本

主義の変容は，方法的に見れば，「国家独占資本主

義」の衰退・あるいは解体として論じられることになる

衽衲「福祉国家」論では，戦後「福祉国家」の解体ない

し変容論となる。しかし，最大の問題は，「戦間期」，

「戦後資本主義」，「グローバル資本主義」それぞれの，

資本蓄積の構造とメカニズムそのものの相違が明らか

にならない論理構成となっていることである。いいかえ

れば，グローバル金融危機を発現した「グローバル資本

主義」の資本蓄積の構造とメカニズム，つまり「グローバ

ル成長連関」そのものは，「国家独占資本主義」の規定

からは直接導出できないことが大きな問題といえよう。

大内の「段階論」規定はもともと「典型国の資本主義

の生成・発展・変質の過程を解明することに視野が限ら

れている」（大内［1991］：46）ため，ケインズ理論と同様，事

実上一国国民経済モデルで，とりわけ，次にみる侘美

の立論と対比すると，資本蓄積の世界的な統合機構で

ある国際金融機構と国際通貨体制を含む構成となって

いない。確かに，グローバル金融危機に対する政府・

中央銀行の異例に大規模な財政・金融的介入は，「国

家独占資本主義」の本質が再度顕著に顕在化したとみ

ることも可能ではあるが，「グローバル資本主義」の現

状において，その有効性や限界の独自の位相を特定

することができない方法である。

これに対し侘美光彦氏が提起した「景気循環論アプ

ローチ」による方法は，現代資本主義の資本蓄積の構

造とメカニズムそのものを解明し，それを基準に，現代

資本主義を段階規定する方法を開示するものであった。

しかし，現代資本主義論としては，やはり大きな問題

が残されている。

2「景気循環論アプローチ」による「段階論」と

現代資本主義論の意義と問題点

衽衲侘美光彦氏の所説をめぐって

侘美は，「恐慌」を軸とする景気循環過程とそのメカ

ニズムを資本主義の自立性が確保される「市場機構」そ

のもの（いわゆる「確立した資本主義的生産の「内面化

機構」）とらえ（侘美［1980］：144-154，および侘美［1994］：944-

946），そうした資本主義の自立機構にそくして，現実資

本主義の実態の分析を通じた恐慌の態様変化を段階

規定の中心に据えるという独自の方法を提起した。そ

の意味で，宇野自身の「政策論アプローチ」（「段階論と

しての経済政策論」）（宇野［1971］263および［1962］：51）に対し，

資本主義の発展段階論における「景気循環論アプロー

チ」の代表的な見解である。

「景気循環論アプローチ」による段階論は，一般化す

れば，景気循環過程とそのメカニズムの実態と変容の

分析を通じた景気循環の態様変化を基準として，特定

の時期の資本蓄積体制の構造とメカニズムを析出し，そ

れを基準に資本主義の発展段階を規定する方法である。

それは，資本の運動の総合的過程である周期的恐

慌を媒介とする景気循環の総過程は，資本蓄積の内

的構造に規定されて現れるという，「蓄積論］と「景気循

環」の原理的関係を基準として，世界的広がりをもつ現

実資本主義の運動の総合的過程である景気循環の態

様と，その変容を規定する資本蓄積の構造とメカニズ

ム（＝「資本蓄積体制」）の特定の「型」を析出し，それ

によって資本主義の発展段階を規定するという方法で

ある
❖10）
。

その意味で，侘美の「景気循環論アプローチ」は，戦

間期，さらには第二次大戦後の現代資本主義におい

て，そうした景気循環の顕著な態様変化を生じさせた

資本蓄積の構造とメカニズムそのものの相違や転換を

析出し，それを基準として，現代資本主義とその一大

変容としてのグローバル資本主義を「段階論」として解

明する方法を大きく開示するものであった。

しかし，侘美の戦後現代資本主義論では，やはり，

戦間期，戦後現代資本主義，さらにその大きな変容と

して現れているグローバル資本主義における資本蓄積

の構造とメカニズムそのものの相違が，大内「国家独占

資本主義」論と同様，積極的に明らかにされない立論

となっている。それは，侘美の現代資本主義論が，資

本主義の「自立性」についての鈴木・岩田の「世界資本
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主義論」系の原理的概念を直接の基準として現代資本

主義の本質を規定する方法によるものとみられる。方

法論的には，その点に大きな問題があるといえよう。

侘美の立論は，鈴木（鴻一郎）・岩田（弘）理論が提

起した「世界資本主義論」による資本主義の「自立性」

の概念を方法的な軸に据えたものである
❖11）
。侘美は，

鈴木と岩田の「内面化」論の相違に着目し，岩田の流

通形態的な「内面化」のメカニズムに対し，むしろ鈴木

の立論に依拠して，周期的恐慌を通じた価格関係の調

整メカニズムこそ「確立した資本主義的生産の内面化

機構」として，資本主義の「自立性」の証左とみた（侘美

［1980］：144-154をみよ）。19世紀半ばの古典的周期的恐

慌であれ，その後の第一次大戦以前の循環性恐慌で

あれ，現実資本主義における恐慌を含む景気循環過

程こそが，資本と賃労働の価値関係の調整メカニズム

衽衲侘美のいう景気循環を通した総需要・総供給の調

整メカニズムとしての「市場機構」（侘美［1994］：944-946）

衽衲そのものであり，その機構を有することが，「部分

的」存在でありながら，非資本主義的な関係の中で自

らの運動を貫くという資本主義の「自立性」の本質と

みた。

こうした原理的関係を基準として，恐慌を介した景気

循環とその態様変化として現れる資本主義の自立的運

動の世界的な動態のメカニズムとして，その資本蓄積

の構造とメカニズムとその変容を具体的に解明し，資

本主義の発展段階を規定する方法をとったのである。

こうした意味での「景気循環論アプローチ」が，侘美「段

階論」とそれに基づく現代資本主義論の枢要をなしてい

るのである。

そうした方法を前提に，侘美は，第一次大戦後の現

実資本主義の具体的分析を通じて，1929年に始まる

「世界大恐慌」が，主として亜国際金本位機構の衰退

（第一次大戦前のポンド体制からポンド=ドル体制への

推転，多角的決済機構の変質）と娃「独占」の進展とが

相まって，第一次大戦前の「循環性恐慌」を介する景気

循環を通じて展開した資本蓄積の自立的な構造と機構

＝すなわち「資本主義の自立機構」）が失われた「構造

的恐慌」であるとした（同：第12章「原因」におけるまとめをみよ）。

それは，第一次大戦前の「循環性恐慌」を介する景

気循環を通じて展開した資本蓄積の自立的な構造と機

構が失われた事態による「構造的恐慌」であり，その点

を基準として「世界大恐慌」までを段階規定の対象とし，

それ以降を現状分析の対象とした。第二次大戦後の戦

後現代資本主義も，そうした「自立性」の喪失が継続し

ており，非商品経済的・外的な国家・政府機能が資本

蓄積を不可欠に支える「大恐慌回避体制」をその本質と

するものとした（侘美［1998］：45-52）。こうした立論によれ

ば
❖12）
，1980年代以降の現代資本主義の変容は，日

本の90年代「平成不況」について「大恐慌型不況論」（侘

美［1998］）で提示したように，「大恐慌回避体制」の崩れ

として明らかにすることになる。

こうした侘美の恐慌メカニズムの転換を核心とする

「景気循環論アプローチ」による立論は，段階論と現代

資本主義の規定に関し，重要な方法的問題を開示す

るものであった。

第 1に，「段階論」に関して，「支配的資本の蓄積様

式」の構造とメカニズムを，その具体的運動の総合的

過程としての景気循環の世界的機構を含めて総合的に

明らかにするという積極的な意義をもつ。

大内の「段階論」では，「いずれかの資本主義を中心

にしてそこから積極的ならびに消極的典型を抽出すると

ともに，そういう国によって編成される世界経済の構造

を確定する」（大内［1980］：332-333）ものとされており，「自

由主義段階」については，イギリスを積極的典型・ドイツ

を消極的典型，帝国主義段階は，ドイツを積極的典

型・イギリスを消極的典型として，両者の対抗関係を軸

に資本主義の「世界編成」の中心的関係を解明するも

のであり（大内［1985］をみよ），そこには，侘美の立論の中

心概念である，国際通貨体制として現れる国際金融機

構を中心機構とする，景気循環過程の具体的な構造と

メカニズムの解明は埒外に置かれている。

第 2に，景気循環の態様の変容（とりわけ恐慌の形

態変化）を規定する，世界編成を含む資本蓄積の構造

とメカニズムの相違を基準とすることを通じて，第一次

大戦後の資本主義を段階論の方法と共通の方法で解

明する道を開くものである。とくに大内「国家独占資本

主義」論が重視した「ケインズ主義」政策，あるいは「福

祉国家」論における福祉政策（あるいはその体制）は，

支配的資本としての衽衲とりわけドイツ典型論における

衽衲「金融資本」の蓄積様式との「ずれ」により，宇野の

「政策論としての段階論」（「政策論的アプローチ」）の方

法は，現代資本主義分析には直接援用できない（大内

「1980」：334-335）。むしろ大内は，国家独占資本主義「政

策」類型の必然性を「社会主義の内面化」という，優れ

て「政治」側面からとらえるが，それは「帝国主義を超え

る特殊性」としてとらえられている
❖13）
。

これに対し侘美の「景気循環論アプローチ」による段

階論の提起と定式化は，「世界大恐慌」の具体的な分
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析とともに，戦間期の資本主義，さらには第二次大戦

後の現代資本主義において，そうした景気循環の顕著

な態様変化を生じさせた資本蓄積の構造とメカニズム

そのもの相違や転換を析出し，それを基準として，現

代資本主義とその大きな変容としてのグローバル資本

主義を「段階論」として解明する方法を大きく開示するも

のであった。

しかし，侘美の戦後現代資本主義論の最大の問題

は，「世界大恐慌」で明らかになった資本主義の「自立

性」の喪失という認識の上に構築されていることにあ

る
❖14）
。社会主義との関係で体制移行的過渡期にある

という側面を同時に重視する大内に対し，「世界大恐

慌」を発現した資本蓄積体制そのものの問題としてみる

点で，重点の置き方に違いはあっても，侘美の立論も，

大内と同様，現代資本主義の「自立性」の喪失が，国

家・政府機能を不可欠の支柱とするという点で共通する。

その点が，戦後現代資本主義を段階規定の対象から

外す最大の根拠となっているとみることができる。

ここで大きく問題となるのは，侘美が「段階論」の方

法的基準としている資本主義の「自立性」概念と，加藤

榮一氏が強調する「組織資本主義」論との関係である。

それは，とりわけ，大内「国家独占資本主義」論やその

修正版としての「福祉国家論」とも共通する現代資本主

義における「国家機能」の位置づけに集約的に現れるが，

さらに一般化すれば，資本主義の「自立性」と「組織資

本主義」の原理的関係の問題となる。続いて，「組織

資本主義論アプローチ」を特徴とする加藤榮一氏の宇

野「段階論」の修正の立論を検討し，問題の所在を明

確にしよう。

3 加藤榮一による「組織資本主義論アプローチ」と

宇野段階論修正の提起

こうした大内，侘美の現代資本主義論に対し，現代

資本主義，さらにその大きな変容としてのグローバル資

本主義の展開を，積極的に段階規定しようとする代表

的見解として，馬場宏二の所説と並んで，加藤榮一の

所説がある。その立論の最大の特徴は，「組織資本主

義論」を援用した「福祉国家システム」の概念を軸に，

従来の宇野理論系「段階論」における段階規定と段階

区分の修正を提起していることにある。

加藤は，宇野「段階論」の「政策論的アプローチ」の

問題点として，宇野が，「経済政策の主体を，国家と

いうより支配的資本そのものと考える傾向が強く，この

観念が経済政策論の範囲を空間的にも時間的にも制

約し，……自己限定してしまった」（加藤［1995］全集 I: 238-

239）ため，宇野の段階論が，戦後現代資本主義の「福

祉国家システム」を構成する要素である，「高度成長を

可能にした生産力の持続的な上昇，景気・成長政策と

してのフィスカル・ポリシーの展開，広義の社会保障制

度の形成と拡充，労働者階級の同権化，冷戦体制と

パックス・アメリカーナ的世界編成など，これらすべてが

段階論の射程外におかれてしまった」（同）とする。これ

に対し，加藤は，特定の時期の資本主義の特質を規

定する7つの構成要因（あるいは過程）衽衲亜産業構造，

娃産業組織，阿階級関係，哀統治機構，愛経済・社

会と国家の関係，挨世界システム，姶社会理念衽衲を

取り出し，その総合として現れる，特定の時期の資本

主義の具体的な構造的特徴とその相違をもって，資本

主義の段階規定を行う方法を提起した
❖15）
。

そうした方法によって，加藤は，第一次大戦後の現

代資本主義，とりわけ第二次大戦後から1970年代央

いたる時代を「中期資本主義」（の〈確立期〉）として積極

的に段階規定し，その大きな転換として，グローバル

資本主義の展開の歴史的位相を段階論として解明する

ことを提起した。とりわけ最も注目すべき点は，「国家」

が資本蓄積の不可欠な要素となっていることそのものは，

資本主義の「自立性」の喪失を意味するものではなく，

現代資本主義も，積極的に段階規定しうるとする点に

ある。

加藤の「福祉国家」の概念は，単に「政策」あるいは，

政府・国家機能の側面にのみ限定された概念ではなく，

ヒルファディング以来の「組織資本主義論」を社会科学

の方法として批判的に復活させた，H-U.ヴェーラー，

H. A.ヴィンクラー，J.コッカらの社会構造派の議論を踏

まえた概念であり，より広く「福祉国家システム」（加藤

［1995］：215）として，現実資本主義の特定構造全体の特

質をとらえる総合的概念として提起されている。その意

味で，加藤の立論は，大内や侘美の戦後資本主義の

本質規定と対比すれば，国家・政府機能を組み込み，

さらに社会理念，世界システムまでも一体化した「福祉

国家システム」という総合的システムとして，戦後資本

主義も「中期資本主義」として段階規定されるべきものと

とらえる点が最大の特徴である。

こうした戦後現代資本主義における制度・組織論的

側面の意義を強調する立論にしたがって，加藤は，

1970年代央を境にグローバリゼーションとして現れた戦

後資本主義の各種の変容を，「中期資本主義」の変質

と捉えるとともに，グローバル資本主義の展開を，「後
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期資本主義」の〈萌芽期〉として位置づけ（加藤［2004］），

グローバル資本主義の展開そのものを段階論レベルで

規定衽衲段階移行プロセスとして解明するという意味で

衽衲する，有力な方法的提起となっているのである。

しかし，加藤の立論の第1の問題は，加藤が，一面

では 19世紀第 4四半期の「大不況」を境にした資本主

義の「純化」傾向の反転と「不純化」が，資本主義の「組

織資本主義」化の生起の原因とみて，そこに宇野の自

由主義段階に当たる「前期資本主義」から「中期資本主

義」への段階移行の本質をみていると解釈できる点であ

る（加藤［1995］：204, 210。侘美［1994］：7-8の加藤解釈もみよ）。

原論体系で解明される資本主義の原理的規定は現

実資本主義ではそのまま存在しているものではない。

原理的規定を基準とすれば，現実資本主義は非資本

主義的要素と一体となった「不純」な存在であり，現実

資本主義の「組織資本主義」の側面は，「純化・不純

化」論には解消できない問題である。それは宇野の「自

由主義段階」あるいは，加藤の「前期資本主義」でも同

様である。この問題は，ヴィンクラーが指摘している

「前資本主義的な要素の役割」の問題（Winkler & Feldman

［1974］訳：186-187）や，フェルドマンのいう1873年以前の

「組織化」の問題（同：117-118）と重なるものである。

いずれにせよ現実資本主義の「組織資本主義」的な

側面と，資本主義の「自立性」の問題は，侘美の立論

でとりわけ先鋭に問題となっているように，資本主義の

原理的本質に大きく関わる問題であるため，とりわけ，

原理体系を基準として段階規定，現状分析を行う宇野

理論系の議論では，原理論レベルの方法的整理を要

する問題となる。それは，資本主義の原理を解明する

一般理論としての原理論体系と現実資本主義の関係と

して，「段階論」がなぜ必要なのか，という理論的根拠

の問題でもある。

2

原論体系が解明する資本主義の

原理像と現実資本主義の関係

1「原論」と「段階論」の方法的分化の必然性

衽衲「純化・不純化」論

現実資本主義の「組織資本主義」の側面の問題は，

宇野理論体系における，「原理論」・「段階論」・「現状

分析」という理論体系の構成に即してつきつめれば，

原理論で規定される資本主義の諸カテゴリー（形態，

内的構造，運動機構，すべて）と，その現実資本主義

における現実態との関係という問題が最も基本にある。

それは，一般化すれば近代経済学系の数理モデルと現

実経済の関係にも共通する方法的問題である。

この関連では，第1に，宇野理論がいう原論の体系

的純化は「学史的抽象」を通じてなされるという点が鍵

となる。

周知のように，宇野は，資本主義の原理論の体系

的純化を現実資本主義の「純粋化傾向」によって基礎

づけているが，宇野のいう，資本主義の原理像の純化

とは，現実の資本主義の「純粋化傾向」そのものから直

接導出されているものではない。その意味で，現実の

資本主義のロジックの内的模写が原論体系であるとす

る意味での，単純な「方法模写論」ではない。

古典派経済学の成立からマルクス『資本論』体系への

発展は，優れて「学史的抽象」のプロセスであり，それ

を宇野は現実の資本主義の歴史的純粋化傾向で基礎

づける立論となっている。資本主義の諸カテゴリーの基

本的な関係が，非資本主義的な関係を解体しつつ，

現実の社会経済的政治的関係の中で，自らおよびその

総合的な連関を確立し，資本主義社会として現実化し

てゆくプロセスが資本主義の「純粋化傾向」であり，経

済諸学説の発展のプロセスがそうした関係を反映しな

がら，資本主義の諸カテゴリーとその総合として資本主

義の原理像を解明する学的体系として確立されてゆく

点を強調しているのである（この点については宇野［1962］の Iの

三をみよ）。

しかも，そうした「純粋化傾向」は，「純粋資本主義

社会」そのものを現実化するものではない。「純粋資本

主義社会」は，それ自体として歴史的存在にはならない。

宇野はむしろ最終的には現実化することのない「純粋資

本主義社会」の内的論理を解明するものとして，原論

の体系的純化が果たされる点を明らかにしている（宇野

［1962］：37）。

宇野の方法がこのように捉えられるとすれば，とくに

強調すべき点は，原理論体系で規定される，原理的な

資本主義の諸カテゴリーは，現実の資本主義ではその

まま「純粋な」形では存在しないことである。資本主義

の原理像を基準とすれば，現実の資本主義はすべて

「不純」である。この点を平板に理解すれば，原理論で

規定される資本主義の諸カテゴリーは，現実的存在と

しては非資本主義的諸要素と混在し，それに様々に制約

されて歪められた形でしか存在しないという認識になる。

宇野はさらに，資本主義の発展期には，そうした異

質な要因は排除されて，「純粋な資本主義社会に益々
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近似した状態を示す」（宇野［1962］：41）という「純粋化傾

向」があるのに対して，資本主義の生成期・没落期に

は，非商品経済的・非資本主義的な異質な要因によっ

てそれが阻害されるものと捉えていた（宇野［1962］：40­41）。

「純粋化傾向」とその阻害をそのまま実体論的に捉え

れば，資本主義が「不純」であるがゆえに，その分析に

は「段階論」を必要とするという「段階論」の必然性の基

礎認識が導かれる。まして，第一次大戦後の資本主

義は，社会主義との対抗の段階に入った資本主義で

あり，「不純」度はさらに拡大し，段階論の対象にもな

らず，現状分析論として明らかにする以外にない……。

単純にとらえれば，こうした論理構成を導出することは

可能である。そうした立論を「純化・不純化」論と名付け

れば，これを宇野の立論の本筋とみるのはあまりに平

板な俗説に堕する見方であろう。

その意味で第 2に問題になるのは，宇野のいう「不

純」の意味である。宇野は同時に，「純粋資本主義社

会」の想定根拠として，「異質なものに対する支配」とそ

の「機構」の存在を問題としていた。

宇野は，現実資本主義が，非商品経済的，非資本

主義的，さらには，文化，社会要因など非経済的・上

部構造的な諸要因の中にあって，自らの論理と関係を

経済法則として貫き，社会的生産を編成する経済過程

を確立する機構をもつことを重視していた。「経済学が，

純粋の資本主義社会によってその原理を体系的に確立

することができたというのも，資本主義がその経済過程

を『国家形態』からも『国際関係』からも独立して展開す

る機構をもっているからである」（宇野［1962］：44）。「資本

主義の発生・発展・没落の歴史過程も一定の法則性を

もって展開される」根拠として，「それは……多かれ少

なかれ非商品経済的なる，あるいは非資本主義的なる

経済に対する，資本主義経済の浸透の過程としていわ

ば異質的なるものに対する支配を通して実現される発

展である」（同：51）。

こうした認識は，宇野以降「世界資本主義論」によっ

て積極的に取り出されいわゆる資本主義の「自立性」＝

「自律性」の問題に集約されて理解された。侘美の資

本主義の「自立性」についての方法的認識もその系譜

にある。

この関連で，「異質なものに対する支配」とその「機

構」の問題に関して，とりわけ明らかにされてよいのは，

原理論における諸カテゴリーの生成の論理に内在する

資本主義の「制度生成（institutionalization）」論としての側面

である。これは，原理レベルで解明される資本主義の

諸カテゴリーが「現実態」として現実化するという関係と

して現実資本主義を，資本主義の特定の「あり方」の総

体として捉える方法的基準を与えるものとみることがで

きる。その意味で，とりわけ「組織資本主義」の側面を

とらえる上では，非常に重要な点である。

2 資本主義の原理的諸カテゴリーとその現実態

衽衲原理論・現実資本主義における「制度化」の

ロジックとダイナミズム

原理論プロパーとしてみれば，原論体系の第 1の領

域である「流通形態論」で解明される，流通形態的関

係として出現する資本形態の基本ロジックに従って，労

働力商品化を前提に，労働生産過程という社会実態を

包摂して成立する資本による社会的生産の内部構造の

解明（「生産論」）を受け，その内的構造を明らかにされ

た流通形態としての個別資本が，具体的な運動の機

構とメカニズムの形成を通じて，最終的には，全体とし

て社会的編成そのものを実現する関係が全体として解

明される（「総過程論」）。こうした原理論体系全体とし

て，流通形態が社会経済実体（労働生産過程）を編成

して成立する資本主義社会の原理像を解明するものと

なる。これが原理論のロジックの大筋であるが，そこに

は，体系全体にわたって，資本主義の形態・内的構

造・機構における諸カテゴリーの「制度生成」ないしは

「制度化（institutionalization）」の原理的関係が内在してい

る
❖16）
。

紙幅の関係で体系全体にわたって論じることはでき

ないので，こうした関係の最も基礎的な過程である流

通形態論における価値形態の発展と貨幣生成の問題

を確認し，生産論，総過程論については最も基本とな

る点に絞って確認しておこう。

原論体系の出発点をなす冒頭「商品論」で，資本主

義「市場システム」の原理的関係の全体が展開される最

も基本的な理論的場として，商品経済の最も基本的な

関係が，「価値」と「使用価値」の二要因に集約される

商品の形態的関係，すなわち不特定の他の商品所有

者に自らの商品を提供することによってのみ，特定の

他の商品を入手しうる関係として，ごく単純に設定され

る。これ自体マルクスによる「学史的抽象」の方法である

経済学批判の方法を通じて純化して規定された商品形

態の最も基本的な原理的関係である。

そうした関係の中におかれた商品所有者は，さまざ

まに入り組んだ欲求，意識と動機をもつ，いわば「生身

の人間」である。しかし，そうした商品形態の基本的関
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係におかれることにより，商品所有者は，自らの主観

的判断と行動を通じて商品関係を実現してゆく過程を

順次展開してゆく。具体的には，それが，価値形態の

発展，貨幣の出現と商品流通の形成と貨幣諸機能の

発展，資本形態の出現という形で展開してゆくが，そ

れは，個々の商品所有者が衽衲さまざまな意識形態と

動機をもちながら衽衲商品関係を実現するためにとる

主観的行動が，相互に合成されつつ，逆に商品所有

者の意識形態を決定付け，さらにそれが行動を規制す

るという形で進行する，それは，宇野の表現では，商

品経済の「私的社会性」（宇野［1964］：21）が形成されてゆく

過程である。

そして，ひとたびそうした流通形態の特定の関係が

個々の主体を超える「私的社会性」をもつ関係として確

定されれば，流通主体のとりうる行動の範囲が限定さ

れ，それに基づいて，行動を定式化する意識形態が決

定づけられる。非商品経済的な意識や動機は，その

過程で順次消極化される。こうして，「流通主体」の主

観的・個別的行動を通じて商品関係の論理が順次発展

しながら「流通主体」の意識にいわば埋め込まれ，結果

として商品，貨幣，資本という流通形態が，「モノ」そ

のものの属性として現れてゆく「物象化」の過程として現

れる。それは，「制度生成論」としてみれば，まさに，

流通形態的関係が「制度」化される過程である。貨幣

形態もそうした関係の中で発展し，「制度」化される。

こうして，流通形態の展開の論理は，流通形態その

ものの「生成」と「制度」化の過程と原理を明らかにする。

こうした資本主義の「制度形成」の基本ロジックが明らか

にされることこそ，冒頭商品論で商品所有者を明示的

に想定した宇野の方法の最大の意義であったといえよ

う
❖17）
。

原論体系第2の領域である「生産論」は，流通形態と

しての資本が労働力商品化を通じて労働生産過程とい

う社会の実体的関係を内部に包摂することを通じて，

社会的生産を総体として包摂する資本主義的生産の内

的構造を解明する領域であるが，資本関係による社会

的生産の成立そのものが，労働生産過程を資本関係と

いう流通形態的関係に取り込む「諸制度」の形成によっ

て果たされる。

とりわけ，資本がその運動のうちに生産過程を取り込

めるのは，労働力に「商品形態」が与えられるからであ

り，しかも，賃金形態や資本家的生産方法の発展とい

う形で，資本の運動の基本ロジックに制約にならないよ

うに「諸制度」（賃金・処遇制度・各種インセンティブな

ど）が形成される。最近の新契約理論の基本も，労働

力商品が資本にとっていわば擬制的に「コスト」化される

関係において，「活動内容」そのものを契約によって尽く

し得ない関係を含むために発生する問題に注目してい

る。そこでは，人間の活動の内容そのものとその金銭

的報酬（企業にとっての「コスト」）を，直接的に関係づ

けること自体が無理な関係を基礎にしている
❖18）
。そこ

に両者を，「制度」化して連接させる労務管理とインセ

ンティブ制度のさまざまな組み合わせが発生する根拠が

ある。

現実資本主義におきなおせば，そうした関係を基礎

として具体的に形成される企業の内部組織の特性が，

高度に構造化された「内部労働市場」（すなわち内部組

織化された「市場」）という企業組織の特性を持つ日本

企業の市場行動にみられるように，「流通主体」として

の企業行動に影響を与え，「市場」関係自体を変容さ

せ，異なった「型」を生起することになる。そうした関係

の基本契機が資本の直接的生産過程において明らか

にされるが，そうした関係を基礎として社会的生産を包

摂する資本が，資本の三循環の統一体として社会的生

産総体を編成する，その内的構造が「生産論］全体とし

て解明される。

原論体系第 3の領域である「総過程論」は，生産を

内包する流通主体としての衽衲したがって流通の「不確

定性」のなかで意思決定主体として現れる衽衲個別資

本が，原理的レベルの具体的運動を通じた価格機構

の展開（生産価格，市場生産価格）と，その補完的機

構として地代・土地所有の「制度」とメカニズム，商業資

本，銀行資本と信用制度，証券資本と証券市場という

資本形態の分化とその内部組織・制度形成を伴った競

争の機構を展開する。そうした資本の運動の総合的過

程として景気循環が展開され，結果として社会的生産

の総体的な内的編成を実現する過程全体が解明され

る
❖19）
。そこには，非商品経済的な要因を含め，意識

形態と動機との関係で生じるそうした「制度」化の組み

合わせと組織形成の現実的なあり方によって，現実資

本主義の形態と作動が，多元的なあり方を示す可能性

が含意されている
❖20）
。「ブラックボックス」論と「開口

部」論をめぐって山口重克氏と，小幡道昭氏による原理

論レベルの方法論論争があるが，そこでの多くの論点

は，こうした原論の「制度生成」論の側面から整理され

るべき問題である。いずれにしても，そこに「段階論」以

降の論理レベルの分析の，方法的基準が内包されて

いる
❖21）
。
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こうした資本主義の原理的関係における「制度生成」

のメカニズムを基準として，現実資本主義における制

度化と組織形成のダイナミズムをとらえれば，現実資本

主義は，原論体系で規定される「純粋」な資本主義の

原理的諸カテゴリーと，現実の非商品経済的・非資本

主義的な「不純」な諸要素との単なる「混合物」ではない。

現実資本主義は，資本主義諸カテゴリーの基本ロジッ

ク（人間主体の意識と行動として作用する）が，非資本

主義的な意識と行動を衽衲消滅させることはできない

がそうした契機を衽衲消極化する形で変容させるという

「制度」形成を通じて具体的な現実態として現実の存在

となるプロセスの，複合的な産物であるということになる。

現実資本主義分析の視点からいえば，現実態の一

面の抽象でしかない原理的な資本主義の個々のカテゴ

リーそのものの現実態は，原理的規定を基準とした現

実分析を通じて，商品経済ロジックと非商品経済的な

諸要素との複合的合成関係（hybridization）
❖22）
にあること

が明らかになる関係にある。そうした資本主義の諸カテ

ゴリーの現実態が相互に関連しあって形成している，

特定の時期の特定の資本主義のシステマティックな構

造とその基本ロジックを検出し，原論体系がその基本ロ

ジックと全体関連の原理像として与える資本主義の全

領域にわたって再構成して初めて，特定の時期の特定

の資本主義の「型」とその特有のロジックが明らかになる

関係にある。言い換えれば，現実資本主義の基本ロ

ジックは原論のロジックとはさまざまに異なるものとして

現れる。それは，「不純」な要素によって攪乱されてい

るというよりは，それ自体が資本主義的に「制度」化さ

れる現実資本主義を構成する諸カテゴリーの総合として

現れる現実資本主義の特有の基本ロジックである。

こうして原理的に明らかにされる資本主義の一般的

ロジックに解消できない，特定の時期・発展段階にある

現実の資本主義の中心的基本ロジックを取り出し，そ

れを解明することで，初めて，「段階論」が，単なる歴

史分析ではなく，歴史過程の理論的解明という意味で

の「理論」であることを保証される関係にあるといえよう。

3

段階論の構成方法と段階規定

1「景気循環アプローチ」と「組織資本主義アプローチ」の

統合衽衲資本の「現実態」としての「企業論」の重要性

「段階論」の構成方法と段階規定という点からは，問

題はさらにその先にある。資本主義の原理的関係を論

理的に突き詰めると，資本主義の形態的ロジックが，

実際には，そのものとして現実化し得ない関係を本質と

する。宇野の「純粋資本主義社会」の想定の方法は，

実はその点を明らかにしているとみることができる。

社会の実体的関係のさまざまな非資本主義的，非商

品経済的関係衽衲いわゆる「上部構造」的な関係を含

む衽衲諸要素との関係で，現実の資本主義では資本

主義の諸カテゴリーは，そのまま現実化するものではな

い。その意味で，現実資本主義は，原理論が解明す

る資本主義の原理像に対して，すべて「不純」なもので

ある。

逆に言えば，「段階論」規定の中心を占める，資本

蓄積の特定の構造とメカニズム，およびそこに作用する

基本ロジックは必ず現実分析とのセットでないと規定で

きないものであり，原論体系からは直接導出できない。

そこにこそ，なぜ，現実資本主義の分析に，「段階論」

という領域を必要とするのかという問題の本質があると

いってよい。

しかし，現実の資本主義がすべて「不純」であるとい

う場合の「不純」の意味が決定的な問題である。とりわ

け，原理的世界で明らかにされる資本主義の諸カテゴ

リーを現実資本主義にそのまま存在する関係としてアプ

リオリに前提した上で，現実の資本主義の「制度」と「組

織」とそれを基礎にして現れる資本蓄積の構造とメカニ

ズムを，資本主義の原理的関係と非資本主義的な「不

純」な諸要素との「混合物」として捉えるとしたら，現実

資本主義の特定の資本蓄積体制の検出と分析を通じ

て歴史過程に即して解明される資本主義の歴史的発展

段階規定とそれを基準とした現実資本主義の理論的解

明の方法という観点でみれば，その理論的位置づけは，

常に「不純」な資本主義の現実分析にとどまることになる。

大内「国家独占資本主義」論も，侘美の「大恐慌回避

体制」論もその点に大きな問題がある。加藤榮一の方

法も，こうした資本主義の本質にある「制度形成」のダ

イナミズムの基礎理論を欠けば段階論としては不徹底な

ものとなる。

「段階論」の構成方法としての「景気循環論アプロー

チ」は，現実資本主義の景気循環の態様の変化を背後

で規定している，現実資本主義の資本蓄積の構造とメ

カニズムを析出して段階規定を与える方法である。こう

した方法にたった段階論の構成方法として「段階」規定

の核となるのは，世界的な景気循環の態様を決定づけ

る資本蓄積の構造とメカニズムであり，とりわけ中心資
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本主義の資本蓄積の構造とメカニズムが決定的な意義

をもつことになる。侘美の「景気循環論アプローチ」は，

その点を方法的に開示したことに大きな意義があると

いってよいが，戦後現代資本主義の本質規定には，

大きな問題を残すものである。

現実には，第二次大戦後の戦後資本主義は，長く

急性的恐慌も「世界大恐慌」型の「構造的恐慌」も発現

しなかった。侘美は，原理レベルで解明される周期的

恐慌を含む景気循環を「確立した資本主義的生産の内

面化機構」とする基本認識に立って，そうした戦後現代

資本主義における，景気循環の態様の変容に，「資本

主義の自立機構」の欠如をみて段階規定から外し，し

かも第二次大戦後の戦後現代資本主義の資本蓄積体

制が「世界大恐慌」を発現させた原因となる関係を基本

的に継続しているとみて，各種政府機能が資本蓄積を

不可欠に支える「大恐慌回避体制」をその本質とするも

のと捉えたといってよい。

しかし，第 1に，原理レベルで，急性的恐慌を含む

景気循環が，資本主義の自立的機構として論証された

としても，それは直ちに現実資本主義における資本主

義の「自立性」そのものを論証することにはならない。そ

れは，あくまでもその資本蓄積体制（その構造とメカニ

ズム）の具体的分析によって確定されなければならない。

第2に，その場合さらに重要な点は，資本関係の基

本ロジックと現実諸要素が織りなして形成される「制度」

と「組織」を組み込んで現実化される，資本主義諸カテ

ゴリーの現実態体の総合として，現実資本主義の特定

の「型」を析出して規定される必要があることである。そ

れによって初めて，資本主義の段階規定と，そこに作

用する特有のロジックの解明が可能となる関係にある。

こうした方法に立つと，とりわけ重要な点は，原理的

カテゴリーである「資本」の「現実態」としての「企業」概

念が，制度・組織構造を組み込んだ現実資本主義の

解明の軸となることである。

実際に，馬場宏二氏は，第一次大戦以降を世界史

的には社会主義の時代とみて段階論の対象を第一次

大戦までとする一方で第一大戦後を現状分析とみる通

説化した見解を「宇野教条主義者」によるもの（馬場

［2009］：1）と批判して，従来の宇野「段階論」の修正を提

起したが，そこではとりわけ，亜最も基本的には生産

力を基準として，第二次大戦後の戦後現代資本主義

におけるアメリカの中心性（その覇権＝「パクス・アメリ

カーナ」）（各所で論じられているが，とくに馬場［2003］，［2009］，

［2011］をみよ）と合わせて，娃企業の内部経営組織を重

視して金融資本概念を拡充すること
❖23）
を強調した。

馬場は，そうした認識に立って，一時期は，1980年

代以降の資本主義の変容を「会社主義」によって規定

する立論を行った（とくに馬場［1993］）が，最終的には，

「グローバル資本主義」の展開を重視し，「アメリカ中心

史観」に基づく「古典的帝国主義」，「大衆資本主義」，

「グローバル資本主義」という「新三段階論」を提起した。

馬場は，企業内部組織を重視して金融資本概念を

拡充することの原理的な根拠や意義はとくに示していな

いが，以上で論じた，「資本の現実態」としてとらえる

べき「企業」概念を軸に，現実資本主義の資本蓄積の

構造とメカニズムを捉えるレベルにおいては，政府・国

家機能も，そうした「企業」との制度的接合を通じて，

資本蓄積体制における「制度」的機構の有機的な一部

を構成するものである。その意味で，政府・国家機能も

資本主義の「自立的機構」の一部を構成するものと捉え

るべきものとなる。加藤も，「7つの指標」にしたがって，

産業組織・各種政策や政府機能，諸制度などを含む制

度的・組織的発展が，「パックス・アメリカーナ」としての

世界編成も含む総合的「システム」として，戦後資本主

義の「高度成長」をもたらすものとして分析している（加藤

［1995］）。

資本蓄積の構造と機構（メカニズム）（＝資本蓄積体

制）は，資本の三循環としてとらえられる世界的な資本

連関（これ自体もいわゆる「ヴァリュー・チェーン」と「サプ

ライ・チェーン」の二重の関係）とともに，その有機的一

部を形成する「政府機能」を含めた特定の「型」をもって

国民国家として総括される二重の関係として現れる。そ

れは，資本蓄積の構造と機構的関係における基軸と周

辺という資本関係の編成と，資本主義の特定の「型」を

最も代表する中心国を軸に中心国衾周辺国関係をもつ

二重の世界編成として現れる。こうして全体として資本

主義は，特定の時期に特定の「型」を持つ展開構造を

持ち，景気循環の過程とその形態も，基本的にはそう

した資本蓄積の構造とメカニズムニに規定されて現れる

ものとなる。資本主義は，その総括機構としての国際

通貨体制を含む「中心国」の交替を伴うそうした「型」の

転換によって段階的に発展することになる。

以上の検討から，侘美の「景気循環アプローチ」によ

る段階論の方法は，加藤の「組織資本主義アプローチ」

と統合される必要があることが導かれる。しかし，同時

にもう一点重要な点がある。それは，加藤の「組織資

本主義論アプローチ」は，J.コッカが指摘するように

（Kocka［1974］：6, 38），「組織資本主義論アプローチ」のみ
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で，段階規定に必要な明確な時期区分・段階区分を与

えられるかという問題である。加藤の7つの指標による

規定は，「中期資本主義」として現代資本主義の「前期

資本主義」に対する「種差」は明らかにできても，そうし

た構造的特質の確立時期を明確に規定できないという

問題を残す。その点からすると，コッカが，むしろ明確

な時期区分・段階区分の基準として，「組織資本主義

論」を景気循環と結びつける方法を示唆している（Kocka

［1974］：26）点が重要な意味をもつ。その点で，侘美が

開示した「景気循環アプローチ」による段階規定の方法

が有効であることを意味していよう。その意味でも，両

アプローチは統合される必要があるといえよう。

2「パックス・アメリカーナ」論による段階規定

さらに加藤の宇野「段階論」修正論の問題として，よ

り大きな問題として，主としてドイツ・イギリスにおける展

開を中心に規定されている加藤の「福祉国家」概念が，

現代資本主義の段階規定の中心概念として妥当かどう

かという点がある。とくにこの関連では，馬場の宇野

「段階論」修正の提起がもう一点大きく重視している，

現代資本主義におけるアメリカの中心性（馬場の概念

では「基軸性」）の問題がある。

馬場はそうした視点から，宇野の原論・段階論・現状

分析のトリアーデを「イギリス中心史観」によるものとみな

し，宇野の「重商主義」・「自由主義」・「帝国主義」の三

段階を「大段階」として位置づけ直す一方で，「アメリカ

中心史観」による「古典的帝国主義段階」，「大衆資本

主義段階」，「グローバル資本主義段階」という「新三段

階」を「小段階」とする立論を提起した（馬場［2009］）ので

あった。この「大段階」，「小段階」とする規定の意味は

はっきりしない。また，原理論体系との関係も問題であ

るが，馬場のいうようにとりわけ戦後現代資本主義にお

けるアメリカの中心性という点からいえば，加藤の立論

の最大の問題は，ドイツ・イギリスあるいはヨーロッパ中

心に構築されている加藤の「福祉国家」概念（たとえば，加

藤［2007］をみよ）が，戦後資本主義の世界編成の中心を

占めた，アメリカ資本主義の特質を規定するものとして

妥当かどうか，あるいはさらに広げて，戦後パックス・

アメリカーナの世界編成と「持続的成長」のシステム全

体の特質を「福祉国家システム」概念として総合化でき

るのか，という問題に集約される。

戦後パックス・アメリカーナ全盛期のアメリカの「持続

的成長」のシステムにおいては，基幹産業の大企業・巨

大企業部門で確立した「戦後企業体制」が段階規定の

中心を占める。加藤も「中期資本主義」の確立期である

戦後資本主義とその変容については，当然ながら，ア

メリカを中心に規定する面が強い（加藤［1989］，［1995］，

［2004］など）が，戦後アメリカ資本主義の「福祉国家」の

側面を取り出しうるとしても，実態としては，その中心

は，大企業・巨大企業部門の主に成熟した寡占体制と

一体で成立した「伝統型」労使関係をその制度内容とす

る，いわゆる「主要労働者」
❖24）
を中心とした「企業福

祉」を特徴とするものであった。

確かに，連邦政府・州政府の狭義の「福祉」機能が

存在するが，それはそうした「戦後企業体制」を軸とす

る「持続的成長」のシステムにおける補完的な機能にと

どまり，段階規定の中心である資本蓄積体制の本体は，

戦後企業体制そのものにある。そうした資本蓄積体制

の補完的機能としても，端的な指標として政府財政規

模でみると，1970年代初頭までは「軍産複合構造」の

方が戦後アメリカ経済全体に占める意義ははるかに大

きい。あるいは「1946年雇用法」を広い意味で「福祉国

家システム」の証左とみることも可能とはいえ，その場

合でも「持続的成長」の構造とメカニズムの本体は，あ

くまでも戦後企業体制そのものにあるとみる必要があ

る
❖25）
。

戦後現代資本主義の段階規定におけるアメリカの中

心性を基準とすれば，現代資本主義の段階論による解

明は，先に検討したように原論体系の制度・機構形成

論的側面を明確にした上で，資本主義諸カテゴリーの

現実態として現実資本主義を捉える方法に立って，侘

美の「景気循環論アプローチ」を加藤の現代資本主義に

おける「制度」・「組織」を重視した「組織資本主義論アプ

ローチ」と統合し，なおかつ馬場が主張するように，ア

メリカを軸とする（「パックス・アメリカーナ」論）段階規定

に再構成するという方法によるものとなる。

おわりに衽衲パックス・アメリカーナ論による

資本主義の発展段階の再定式化と

グローバル資本主義の歴史的位相

詳論できなかった多くの問題の検討は別の機会に譲

り，最後に以上をまとめると，資本主義の段階論的解

明は，第1に，戦後現代資本主義の段階論による解明

を射程に入れた「段階論」の，最も基本的方法は，先

に検討した原論体系の制度・機構形成論を基準とした，

資本主義諸カテゴリーの現実態として現実資本主義を
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捉える方法に立って，侘美の「景気循環論アプローチ」

を加藤の現代資本主義における「制度」・「組織」を重視

した「組織資本主義論アプローチ」と統合し，なおかつ

馬場が主張するように，戦後現代資本主義の段階規定

におけるアメリカの中心性を基準として，アメリカを軸と

する段階規定に再構成するという，単純化すれば，い

わば3つの方法の統合によって与えられることになる。

第2に，そうした方法にたつと，全体として「段階」規

定は，「パックス・ブリタニカ」段階と「パックス・アメリカー

ナ」段階という2つの段階に再構成されることになる。

この段階規定と段階区分は，資本の「現実態」として

の企業システムを軸とし，国家機構を含む制度と組織

特性と一体となった特定の資本蓄積構造とメカニズム

を中心として，現実資本主義における資本蓄積の総合

的過程である景気循環の世界的統合機構として国際通

貨・金融システムのあり方の相違を最大の基準としてい

る。そのため各段階は，形成期・確立期・変質期の各

「局面」を含むものとなるが，それはそれぞれの段階の

景気循環の「型」衽衲とりわけ急性的恐慌の存在および

その不在が最大の基準となる衽衲によって検証される。

従来の「重商主義段階」はパックス・ブリタニカの生成局

面，「自由主義段階」は，確立局面，「帝国主義段階」

は変質局面と位置づけられることになる
❖26）
。現状分析

として解明されていた「パックス・アメリカーナ段階」は，

戦後 1950/ 60年代を確立期とし，その中心を占めるア

メリカの「持続的成長」の資本蓄積の構造とメカニズム

によって規定されるものとなる。

戦後パックス・アメリカーナ全盛期の資本蓄積体制に

ついては，アメリカの「戦後企業体制」（the Postwar Corpo-

rate System）を軸として各所で解明を試みてきたが，それ

は，資本主義諸カテゴリーが，歴史的および基層的な

アメリカ的諸要素と融合した諸制度と組織特性を組み

込んだ衽衲政府機能もその資本蓄積体制の制度的・組

織的な有機的な一部とする衽衲資本主義の「現実態」と

して規定できるものであり，パックス・アメリカーナの政

治経済体制としての戦後資本主義世界編成を伴って，

世界的に支配的な資本主義のロジックとして作用したも

のである。その基本構造とメカニズムは，ごく単純化す

れば次のように要約できる
❖27）
。

全体として，戦後パックス・アメリカーナの世界的政

治経済の制度的枠組みのもとで，亜戦後アメリカの産

業編成の基幹を担う大企業・巨大企業を中心として確

立した「成熟した寡占体制」・「アメリカ型大量生産シス

テム」・「戦後の伝統型労使関係」を3つの支柱とする戦

後企業体制による〈「戦後企業体制」衾「戦後労使関

係」〉という戦後企業体制が構造化した経済拡張の基本

連関に対して，娃国家機能衽衲「福祉国家」，「軍産複

合構造」衽衲が副次的連関を形成し，そうした経済の

拡張連関が，「政府の財政金融メカニズム（景気管理・

経済管理機能，自動安定化装置）を中心に各種政府

規制を含む経済管理メカニズムによって安定化される

関係を中心とし，さらに，阿アメリカの圧倒的な優位を

基盤に確立された，戦後パックス・アメリカーナの世界

政治経済フレームワーク衽衲IMF=ドル体制としての戦

後国際通貨体制，GATTを軸とした自由貿易通商体

制，そして東西冷戦体制として現れたアメリカを中心と

する世界的政治=軍事秩序衽衲が，そのより大きな枠

組みとして機能した
❖28）
。こうしたアメリカの資本蓄積

の構造とメカニズムが，戦後資本主義の基本ロジック

の中心を形成したものとみることができる。

第 3に，こうした段階規定を基準とすれば，「グロー

バル資本主義」の展開は，「パックス・アメリカーナ段階」

の「変質局面」としてその歴的位相を理論的に解明でき

る。「グローバル資本主義」とは，パックス・アメリカーナ

段階の中心を占めたアメリカの，「持続的成長」をもた

らした戦後の資本蓄積体制が，1960年代末から衰退し，

大きく再編・転換する関係を基本動因とするものと捉え

ることができる。しかもそのプロセスは，グローバルな規

模の資本蓄積体制として「グローバル成長連関」の出現

を伴いながらも，その制度不備・システム欠陥から，グ

ローバル金融危機・経済危機を発現させた。その意味

で，戦後1950/60年代とは，景気循環の態様の顕著な

変容を示しており，戦後パックス・アメリカーナの資本蓄

積体制が大きく変質していることを示すものである。

しかし，馬場のように，「グローバル資本主義」の展

開を一つのしかも「資本主義の最高かつ最後の段階」

（馬場［2009］：1）と規定するには大きな無理がある。2000

年代末からのグローバル金融危機・経済危機は「グロー

バル成長連関」が内包した制度不備・システム欠陥を原

因とするものであり（詳しい分析は，河村［2015］をみよ），資本

主義の新たな発展段階への移行過程と規定するには，

依然多くの「制度」・「組織」形成とシステム転換を要する

ものであり，その現実的な展開は依然模索の域を出て

いない。とりわけ景気循環の現実的統合機構である国

際通貨・金融システムは，依然ドル体制であり，「グ

ローバル成長連関」はドルの基軸通貨性の上に出現し

たものである。その意味で，資本主義の新たな段階を

規定するほどの展開を見せていない。その点で，依然
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として「パックス・アメリカーナ段階」にあり，しかも戦後

パックス・アメリカーナからの変容と転換のプロセスにあ

ると位置づけることができるといえよう。

「グローバル資本主義」の制度・組織・機構形成のダ

イナミズムによりたち入ってみれば，そのプロセスは，企

業・金融・情報のグローバル化と政府機能の新自由主

義的転換を主要経路とするグローバル資本主義化のイ

ンパクトに対し，各国・各地域の，既存の諸条件との軋

轢や対抗がせめぎ合う中で，新たな制度形成・システ

ム形成がグローバル，ローカルに進行するという，「ハイ

ブリダイゼーション」ダイナミズムを伴うものである。

グローバリゼーションのインパクトは，ナショナル・サ

ブナショナル，さらにローカルの既存の諸制度に対して，

大きな解体圧力を生じるとはいえ，それは単純に既存

制度を破壊するのではなく，各国・各地域で，政治的，

経済的，社会的，文化的な対抗や抵抗を幅広く生み

出す。その結果，グローバリゼーションによる解体圧力

と現地の対抗や抵抗が拮抗しながら
❖29）
，結果として

政治経済的，社会・文化的に，「ハイブリダイゼーショ

ン」（注 22をみよ）を通じて，新たな制度とその結合として

新システムを形成するというダイナミズムが生じる。

そこには，すでにさまざまに論じられているように，

伝統的生活価値の復権などライフスタイル・生活価値の

転換の問題が大きく浮上しており，さらに文化・思想面

でも大きなパラダイム転換を伴うものである。現状は，

まさにそうした「システム」形成の途上にあるといってよい。

「グローバル資本主義」の展開は，次の段階へのさまざ

まな萌芽や制度・組織形成が展開されるプロセスという

意味で，依然「パックス・アメリカーナ段階」の変質局面

にあるといってよい。加藤が強調しているように，新た

な段階への〈萌芽期〉かあるい〈形成期〉と位置づけるの

が妥当といえよう。

同時に，加藤も強調しているが，資本主義の段階移

行過程は，次の段階を構成する要素の「萌芽」や形成

を含む。しかも「段階移行プロセス」は連続的過程とは

いえない。「パックス・ブリタニカ段階」から「パックス・ア

メリカーナ段階」への移行は，第一次大戦，世界大恐

慌，第二次大戦という資本主義の崩壊の危機も含む破

局を経た。その意味で，社会的実体としての主体の動

向いかんでは，戦間期がそうであったように，オールタ

ナティブ社会の可能性を含むものでもある。この点も付

言して強調しておきたい
❖30）
。

注

❖1） 本稿は，SGCIME編『グローバル資本主義と段階論』（御茶の水

書房，2016年）の序章（河村［2016a］）と第 1章（河村［2016b］）

を統合・圧縮し，修正を加えたものである。とくに同書第 1章と

は注を含め重複するところがあるが，同書もあわせて参照された

い。「マルクス経済学の現代的課題」研究会（SGCIME）は，

1990年代後半からこの間の戦後現代資本主義の世界的規模で

の変貌を「グローバル資本主義」の進展ととらえ，その実態的・理

論的解明を続けてきた。「グローバル資本主義」の概念も他に先

駆けてかなり早くから提起した。SGCIMEの主要刊行企画であ

る「グローバル資本主義」シリーズは，第 I集，第 II集の2部構

成，全9巻10冊の全体を通じて，そうした課題に総合的に取り

組んできた。同書は，その最終巻（第 II集第2巻）にあたる。ま

た「グローバル資本主義」の現状を解明した最新の成果としては，

SGCIME編『グローバル資本主義の現局面』I，II（日本経済評

論社，2015年12月刊）がある。同書も合わせて参照されたい。

❖2） こうした各種の議論について本稿では立ち入れないが，河村

［2016a］の1の（1）6-10頁で整理してある。参照されたい。

❖3） EUの「ソブリン危機」・ユーロゾーン危機は，グローバル資本主

義化の趨勢の大きなインパクトに対応して，財政主権に代表され

る各国国民国家枠組みを残しながら，通貨統合まで市場統合を

深化させたEUシステムの壮大な歴史的実験の矛盾が，アメリカ

発のグローバル金融危機によって大きく顕在化した事態といって

よい。田中素香［2012］などをみよ。

❖4） 「グロ衾バル金融危機・経済危機」の詳しい分析については，河

村［2015］をみよ。河村［2009a］，［2009b］もみよ。

❖5） 「グローバル成長連関」の出現とその特徴については，河村

［2008a］をはじめ，各所で論じている。最新のものとしては，河

村［2013］および［2015］がある。グローバル・シティ機能とそのグ

ローバル・ネットワークの重層的な発展については，1990年代初

めR. Reichが実質的に提起し，S. Sassenらが発展させてきた。

Reich［1991］，Sassen［2001］・［2006］などをみよ。都市とその

ネットトワークの発展に注目した類似の議論として，Massey

［2007］などのWorld City論がある。また「新帝国循環」として

とらえられる，アメリカを焦点とする世界的資金循環構造は，

最近は，「グローバル・インバランス」に関連して論じられている。

Obstfeld and Rogoff［2009］などをみよ。グローバル金融危機・経

済危機が「グローバル成長連関」そのもの危機であることも各所

で論じてきた。とくに河村［2009a］・［2009b］，Kawamura［2012］，

河村［2015a］をみよ。

❖6） 第一次大戦後の現代資本主義の宇野の分析方法については，

とりわけ『経済政策論（改訂版）』（宇野［1971］）の「補記」をめぐっ

てさまざまに議論されてきたが，基本的には，資本主義の発展

段階としては宇野のいう「帝国主義段階」にあるが，むしろ，資

本主義が世界史的には社会主義への過渡期にある資本主義と

して，「現状分析」として分析されるべきものという解釈が主流で

あった。大内による整理については，大内［1980］の第4章，と

くに331-335頁をみよ。また，山口［2010］をみよ。

❖7） 馬場宏二，加藤榮一の宇野「段階論」修正の提起の概要につい
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ては，1990年代までの両氏の論稿に限られるが，三和［2000］

がその特徴と意義を総括的に論じている。

❖8） その意味では，大内の議論は，帝国主義期における，独占によ

る恐慌の変形の議論をベースとし，さらには管理通貨制によるイ

ンフレーション政策の効果を，資本-賃労働の原理的関係まで

戻して，その効果を説いており，国家独占資本主義の本質規定

において，「景気循環論アプローチ」の一面を強くもっている。と

くに初期ほどその点が強く出ている。大内［1970］第三章・第四章

をみよ。注13もみよ。

❖9） 大内は，国家独占資本主義が，段階論的解明でなく現状分析

の対象とされるべき理由として，第1に，「世界史的にみれば社

会主義の第一段階であって，かならずしも資本主義の発達がそ

の運動を規定しているわけでない」こと，第 2に，「資本主義の

多極的変化」という，2点をあげて積極的典型・消極的典型とそ

の世界経済編成の構造的確定という大内の段階論の方法は効

果的でないことを論じている。大内［1980］：332-335。

❖10） 段階論における「景気循環論アプローチ」とその意義について論

じた初期のものとして河村［1992］，河村［1995］序章がある。ま

たその後のものとしては河村［2008a］をみよ。こうした資本の内

的構造論としての「蓄積論」と，「総過程論」における「景気循環

論」の関係は，「総過程論」を諸資本の「競争の機構」論として徹

底する方向（山口［1985］など）によって，より明確にされてきたも

のである。本文で指摘しているように，「組織資本主義論」による

資本主義の特定構造の時期的ないしは段階的区分の基準として，

景気循環を指標的に結合させる意義に関しては，J.コッカが指

摘している点でもある。Kocka［1974］訳：26および 38をみよ。

SSA（蓄積の社会構造）理論は，もともと，長期波動論を援用し

て特定の時期の長期的な資本蓄積の構造を，社会的な「制度」

（institution）とともに，SSA（蓄積の社会構造）として捉える方法

である。Gordon, et al.［1982］の序章をみよ。

❖11） 岩田は，歴史的「純粋化傾向」の延長上に「純粋資本主義社会」

を想定して原論体系を構成する方法的基礎とする宇野に対し，

非資本主義的・非商品経済的な関係の中に存続する，部分的

存在としての資本主義の現実態の本性（＝資本主義の「部分性」，

岩田［1964］：11-14）に則し，宇野の外国貿易捨象の論理（宇野

［1953］：38-50）に依拠した「内面化論」を提起し，資本主義の

「自立性」のロジックの内的模写によって原理論体系を構成する

方法を，世界資本主義論による原理論の方法の中心に据えた

（岩田［2006］：192-194）。

❖12） 侘美の立論は，さらにたち入れば，以下の3点を骨子とするも

のである。第 1に，ドイツ，アメリカ資本主義の台頭と「金融資

本」の確立，国際金本位制の成立を受けて，「金融資本」の資

本蓄積を世界的に連動しながら，世界恐慌を発現しながら展開

する19世紀末葉から第一次大戦に至る世界的な景気循環と恐

慌の展開のメカニズムを，ロンドンを金融センターとする国際金

本位機構（＝ポンド体制）を軸に，とりわけ1907年恐慌を軸にし

た具体的解明（侘美［1976］）。そうした分析結果として，この時

期の恐慌現象を，19世初頭からの半ばにかけての古典的な周

期的恐慌とは異なる「循環性恐慌」として明らかにした。その要

約的な定式化は，侘美［1994］：915-917をみよ。同時に，そう

した景気循環の変容をその構造と機構と併せて解明することに

よって，宇野の「自由主義段階」と「帝国主義段階」の区別と転換

を明らかにし，資本主義の動態的「自立機構」の転換として資本

主義の段階的推転の核心とした。

第 2に，1929年に始まる世界大恐慌の過程と構造の膨大な

分析を通じ，同恐慌が，第一次大戦を経たポンド＝ドル体制へ

の推転と国際金融センターのロンドン，ニューヨークへの分裂な

ど，国際金本位機構と多角的決済機構の変質を通じて，第一

次大戦前の，「循環性恐慌」を介する景気循環を通じた資本蓄

積の自立的な構造と機構が失われた，いわば「構造的恐慌」で

あることを明らかにした。侘美［1994］のとくに，第 12章「原因」

におけるまとめをみよ。こうした研究を通じて，第一次大戦を経

た現代資本主義が「自立性」を喪失した事態が「世界大恐慌」の

根本的な原因とした。

第3に，第二次大戦後の「国家独占資本主義」の世界体制を，

「自立性と統一的編成とを失った世界資本主義を，先進主義国

の政治，経済的協調によって再建することを意図した体制」とし

てとらえ，そこでは「非商品経済的・外的な国家の積極的政策を

通して資本主義体制を補強しようとするもの」ととらえている。こ

れが「大恐慌回避体制」として規定される内容となっている（侘美

［1980］：315）。注14もみよ。

❖13） 大内の国家独占資本主義論は，一面では，「過渡期論」と「大

恐慌」の問題を結合させて，恐慌の態様変化による資本主義の

体制的維持の困難から，管理通貨制を基盤とする「ケインズ政

策」として現代の政策類型の特質を規定しようとしている。その

点からいえば，「景気循環論アプローチ」といってよい面がある。

インフレーションによる恐慌回避の関係を，資本-賃労働関係の

原理的規定にまで戻す初期の立論（大内「1970」第三章・第四

章）では「金融資本」概念やさらには「段階論」との関係ははっきり

しないが，後には，帝国主義段階の恐慌の態様の変容との関

連で論じるようになっている。大内［1991］第三章もをみよ。

❖14） 侘美は，世界大恐慌の原因として，とりわけその起点となった，

アメリカの寡占体制の進展がもたらした賃金と価格の下方硬直

性と寡占的企業行動を，1929年恐慌の「大恐慌」化の重要な

衽衲しかも決定的な衽衲原因の一つとみた。主に侘美［1994］

第12章のとくに938-940頁をみよ。さらに戦後現代資本主義も

「大恐慌」を発現させる本質が継続しているものとみて，政府機

能による「大恐慌回避体制」として規定し，とりわけ日本の「平成

不況」を「市場主義」の拡大によって「大恐慌回避体制」が崩れた

「大恐慌型不況」ととらえた（侘美［1998］：43-52）。

❖15） 加藤は，1980年代後半まではおおむね「福祉国家論」を軸とし

た「現状分析」として現代資本主義を論じていたが，加藤［1987］

を経て，加藤［1989］で，「資本主義の〈発展構造〉を規定する」

7つの要因を整理し，「前期資本主義」・「中期資本主義」として

宇野の段階規定の修正を初めて明確に提起した。さらに加藤

［1995］で，「組織資本主義」の意義とともに，総合的に定式化

した。「福祉国家」概念を軸とした，加藤による宇野段階論修正

の提起の到達点は，最晩年の加藤「2004」で示されている。全

体としてみると，1970年代半ば以降大きく進んだ戦後資本主義

の大転換を，とりわけ1980年代以降「グローバリゼーション」のイ

ンパクトによる「20世紀福祉国家」の解体という事態を中心にお

いて，現代資本主義およびその大転換としてのグローバル資本

主義を，段階論レベルで解明する立論として提起されるに至っ

たとみることができる。加藤［1995］，およびとくに加藤［2004］を

みよ。

❖16） この点に関して河村［1996］序章でより包括的に論じ，河村

［報告］グローバル資本主義の段階論的解明 039



［2004］で再論した。河村［2008b］もみよ。

❖17） 原論体系の冒頭商品論で，宇野が商品所有者を明示的に設定

したことは，個別の「流通主体」による意識と行動を通じた展開に

よって進行する，「市場システム」における「制度」形成の論理を

明確にするものである。それは，資本主義「市場システム」の「経

済法則」が，個々人の主観的行動を通じて社会的に形成される

と同時に，個々人の行動を客観的に支配するものであるという

関係を明確にするものであった。こうした経済主体の「主観的」

行動を通じた市場システムの機構と制度的展開という方法は，

競争の機構論としてさらに徹底する方向で，原論体系の領域全

体についてより強められてきている。山口［1985］，とくに9-10を

みよ。

❖18） 柳川［2000］，Bolton and Dewatripont［2004］などをみよ。

❖19） ここで強調されてよいのは，商品，貨幣，資本の流通形態を純

理論的に明らかにする，原論体系の第1の領域である流通形態

論と同様，「総過程論」の流通市場においても，非商品経済的・

非経済的要因を伏在するものである。新古典派のように，「経済

人」仮説により，市場関係からそうした異質な諸要因をあらかじ

め排除している「市場」が想定されているわけではない。原論体

系が，非商品経済的な異質な諸要因そのものを排除していると

考えるは明確な誤りである。河村［1996］：19をみよ。

❖20） 河村［1996］：21-25で，「取引コスト」を軸に「制度と組織」を論じ

る「新制度学派」との関係を含め，この点を論じている。あわせ

て参照されたい。なお，侘美は，マルクス体系の再検討を通じ

て，「生産論」を資本3循環の統一体として資本関係が社会的生

産総体を編成する内的構造を解明する領域として明確にした。

侘美［1971」・［1972］，および侘美［1980］第1章をみよ。しかし，

ここで「総過程論」が，非商品経済的な異質な諸要因との関係で

「制度化」メカニズムを内包するといっても，原論体系が「開放体

系」（侘美「1980」：127）として構成されるとみているわけではない。

この点の立ち入った検討は別の機会に譲りたい。

❖21） こうした文脈で捉えれば，資本主義の諸カテゴリーと制度形成の

基本論理を明らかにし，資本主義そのものが多様化する可能性

を原理論レベルで明らかにすることは，現実の資本主義の多様

なあり方や型を分析する重要な前提である。原理論プロパーの

問題としては，そうした現実態への契機を容れうる形での規定と

して明確化する必要がある。その意味で原理論の再構成は，原

理諸カテゴリーが現実の諸要素と融合して現実態となる契機を容

れうる，「制度化」のロジックをあわせて明らかにすることであると

思われる。小幡・山口論争における論点，とりわけ小幡の「開口

部」論や山口の「ブラックボックス」論はその点が問題となっている

と読み替えることができる。小幡の「開口部」論，山口「ブラック

ボックス論」については，小幡［2009］，山口［1992］，また山口

［2006］に対する反批判を中心とする小幡［2012］をみよ。多くの

論争点は，資本主義の「制度形成（institutionalization）」の原理

的，現実的なロジックとダイナミズムの問題として再整理する必

要がある。その立ち入った検討は別の機会に譲りたい。

❖22） こうした現実資本主義における合成関係は，とりわけ企業経営・

生産システムの海外移転と現地諸条件によるその変容における

「ハイブリダイゼーション」プロセスとして，実態的に解明してきた

ものである。「ハイブリダイゼーション」は，その研究成果をもとに

発展させてきた分析概念である。最新成果は，Kawamura, ed.

［2011］をみよ。また，経営・生産システム移転論として一般化し

た議論として，Boyer et al. eds.［1998］などがある。

❖23） この点は「会社主義」論との関係で明確に指摘されている。馬場

［1993］：31-32。また馬場［2003］もみよ。

❖24） 戦後企業体制における「主要労働者」は，SSA理論系の「労働の

区分化（segmentaion of labor）」論による概念である。Gordon, et

al.［1982］, Chapter 5をみよ。

❖25） 1946年雇用法は，直接には第二次大戦中の戦時経済における，

国家の経済安定化の論理によるものであり，「福祉国家」の理念

によるものはいえない。河村［1995］をみよ。

❖26） ここでは，各段階規定に詳しく立ち入れないが，パックス・ブリタ

ニカ段階の確立は，ナポレオン戦争の終結を経て，1825年の

周期的恐慌がその確立のメルクマールとなり，1873年恐慌がそ

の変質局面への移行を画する。15・16世紀に始まる世界市場の

発展からパックス・ブリタニカ段階の確立までの時期は，全体とし

て近代資本主義の「生成」プロセスであり，従来の宇野の「重商

主義段階」は，資本主義の一つの発展段階としてではなく，パッ

クス・ブリタニカ段階の「形成」の局面として位置づけられる。また，

第一次大戦前までの旧来の（古典的）「帝国主義段階」は，パッ

クス・ブリタニカ段階の「変質」局面として規定できる。戦間期は，

全体にパックス・ブリタニカ段階から，パックス・アメリカーナ段階

への段階移行期として位置づけられる。第一次大戦（戦争勃発

恐慌）がパックス・ブリタニカ段階の終焉を画し，かつ「世界大恐

慌」がそうした段階移行の最大のメルクマールとなる。

パックス・アメリカーナ段階は，「世界大恐慌」のインパクトに

よって生じた第二次大戦の戦時経済を経て，第二次大後初期に

確立されるが，アメリカにおける1948年の「戦後不況」（急性的

恐慌の不在で特徴づけられる）がそのメルクマールとなる。それ

は，そうした特徴を規定した，アメリカの資本蓄積体制の確立に

とって，アメリカの「戦時高蓄積」体制における制度・組織転換と

その戦後再転換過程が決定的に重要であったことを示すもので

ある。河村［1995］をみよ。

アメリカの戦後企業体制の特徴である，寡占的大企業・巨大

企業体制は，チャンドラーらも強調しているように，大量生産・大

量消費の経済構造の進展を基本動因としながら，規模の経済，

範囲の経済の追求，大量生産と製品多角化，それにともなう大

企業組織の発展，それを管理する組織能力の追求といった特徴

をもって，19世紀末葉と1920年代の後半に大きな2つのピーク

を持つ企業合同運動を経て登場した企業体制であったといって

よい（Chandler［1990］訳：37-195）。しかし最も直接には，「成

熟した寡占体制」，アメリカ型大量生産体制の普及と「伝統型」

労使関係という基本支柱すべて，第二次大戦の戦時経済にお

ける戦時産業動員体制によって決定づけられた，制度的，構造

変化を画期として確立されたものである。この点は，一連の拙

稿で解明してきた。河村［1995］，［1998］，［1999］などをみよ。

❖27） 全体的な分析は，河村［2003a］の第 3章，また要約的なまとめ

は，SGCIME編シリーズ第 I集第1巻 I所収の総序論と序章（河

村［2003b］），および第 I集第3巻（河村［2006］）などをみよ。

❖28） 戦後企業体制の確立のプロセスと構造については，河村［2003a］

第1章〜第3章をみよ。なお同書は，テキストの形式をとってい

るが，パックス・アメリカーナ段階の中心を規定する，アメリカの

資本蓄積体制の基本構造の，直接の形成過程・確立・変質につ

いて解明したものである。

❖29） 反グローバリゼーションの潮流に関する事例的研究は数多いが，
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こうしたダイナミズムとその具体的事例の代表的研究としては，

Mittelman［2000］などがある。

❖30） 資本主義のこれまでの発展段階を「パックス・ブリタニカ段階」と

「パックス・アメリカーナ段階」と規定する視角からみると，その「段

階移行」は，2つの世界大戦と世界大恐慌という「破局」のダイナ

ミズムも合わせもった。それは，資本主義の「段階移行」過程は，

資本主義が姿を変えながら存続してゆくという，単純な意味での

いわば「進化」プロセスではなく，資本主義の破綻と崩壊の可能

性という「断絶」的局面を内包するものであった。さらに「段階移

行」のプロセスにおいては，資本主義のもつ究極の矛盾である，

人間の意識と行動の物象的疎外体である資本のロジックと人間

主体の実体的関係（「コミュニティ原理」）との対抗関係という，資

本主義の新たな制度と組織形成・システム形成による「段階的発

展」をもたらす同じダイナミズムが，資本主義社会の崩壊の危機

をも孕むものとなる。そこには，「主体」の重要性が浮き彫りにな

る。この点については，河村［2014］で論じ，日本のグローバル

金融危機・経済危機と原発・震災危機という「二重の危機」に関

連して，河村［2013］で具体的解明を試みている。
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